
24年度活動見込

活動実績

（当初見込
み）

-

(    3    )

- - 0
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21年度 22年度 23年度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

施設整備の整備件数

目標値
（　年度）

-
（独）放射線医学総合研究所の事業を実施する上で必要
な施設、設備を整備。

成果実績

成果指標

（独）放射線医学総合研究所の事業を実施する上で必
要な施設、設備を整備。
・研修棟、緊急時ヘリポートの整備を整備

23年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

単位

％

24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

放射線安全・緊急被ばく医療研究機能の維持に必要な施設・設備の整備に必要な経費の増

研究振興戦略官
岡村　直子

会計区分 一般会計 施策名
Ⅹ-1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推進及び倫理的課題の取組

Ⅹ-5 原子力分野の研究・開発・利用（紛争解決を含む）の推進

事業開始・
終了(予定）年度

平成23年度

作成責任者

事業番号 0280
　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(文部科学省)

事業名
独立行政法人放射線医学総合研究所施設整
備に必要な経費（復興関連事業）

担当部局庁 研究振興局

21年度 22年度

担当課室 研究振興戦略官付

24年度

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程
度以内）

放射線被ばくによる汚染患者が多く発生した場合にも、迅速な除染・治療等を行うことが出来る体制を整えるためのヘリポートを整備す
る。
放射線の知識を正しく理解し、かつ伝えることができる人材育成をするために必要な研修棟を整備する。
東電福島第一原発の事故により放出された放射性物質による動植物等の環境系に与える影響を調査し、今後、生態系を通じて人々
にどれほどの影響をもたらすのか等の情報を、科学的根拠に基づいて、国民に提供することを目指すために必要な共同研究基盤であ
る「環境生物動態研究棟」を整備する。

予算額・
執行額

（単位:百万円）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・研修棟を拡充することで、緊急被ばく医療を支える人材育成のため、高度な専門的知識・技術の習得を目指した研修コース等を増強
する一方、全国レベルの三次被ばく医療機関として、人命を最重要視し、円滑かつ迅速に被ばく患者を診療できる緊急被ばく医療体制
を充実を図るため緊急時ヘリポートを整備するものである。

※平成24年度以降は、文部科学省所管東日本大震災復興特別会計に計上している事業である。

実施方法 　□直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　□その他

25年度要求23年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人放射線医学総合研究所法
第１４条

関係する計画、
通知等

放射線医学総合研究所中期目標、第３次対がん１０か年総
合戦略、がん対策推進基本計画、原子力政策大綱、原子力
の重点安全研究計画、防災基本計画、緊急被ばく医療の在
り方について

繰越し等

2,964 （復興特会計上）

補正予算

△ 1,276

- 1,000（復興特会計上）

1,276

当初予算

-

1,276（一般会計）

2,964 （復興特会計上）0 2,276

執行額

計

0

予
算
の
状
況

-

-
※（独）放射線医学総合研究所の事業を実施するうえで必要な施設整備補
助金であるため、単位当たりコストの算出は困難

執行率（％）

達成度

費　目

独立行政法人放射線医学総合
研究所施設整備費補助金 1,000百万円 2,964百万円

平
成
2
４
・
2
５
年
度
予
算
内
訳

計 1,000百万円 2,964百万円

単位当たり
コスト

算出根拠



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

- 引き続き迅速かつ適切な執行に努める。

－ 復興-0034

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

放射線医学総合研究所は、放射線と人々の健康に関わる総
合的な研究開発に取り組む国内で唯一の研究機関であり、
本事業は、東日本大震災において発生した原子力発電所事
故に伴う放射線に対する住民等の不安軽減に貢献すると共
に、国民の「安全」、「安心」にも貢献する重要な事業である。

－
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

「随意契約等の見直し計画」(平成22年4月）を踏まえ、仕様書
マニュアルによる仕様書の事前チェック等により競争性のな
い随意契約や1者応札の縮減による契約の適正化に努め
た。
文部科学省所管の研究開発法人８法人で構成する研究開発
調達会合に参加し、研究開発事業に係る調達の在り方につ
いての改善に着手した。なお、補助金の交付決定に当たって
は、事業経費の費目・使途の内容を厳正に審査するなど、そ
の必要性について適切にチェックを行っているところである。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○

点
検
結
果

○東電福島第一原発の事故からの復興関連事業であり、早急に整備を実施する必要がある。
○文部科学省所管の研究開発法人８法人で構成する研究開発調達検討会合に参加し、研究開発事業に係る調達の在り方について、契
約額の適正化、競争性・透明性の向上等の具体策について、ベストプラクティスの抽出・実行に向けた取り組みに着手しており、引き続き事
業の効果的・効率的な実施に努めるべき。

（独）放射線医学総合研究所の事業を実施する上で必要な施
設・設備の整備を実施するものであるが、近隣住民に配慮し
た設計変更等により不測の日数を要したため、設計変更等の
準備のみを実施した。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

△ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

△ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

- 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

　※類似事業名とその所管部局・府省名

予算監視・効率化チームの所見

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

○平成23年度繰越額については、補正予算により研修棟の更新及び緊急時ヘリポートの整備事業が措置されたが、同事業で設備整備するにあ
たり、近隣住民に配慮した設計変更等により不測の日数を要したため、予算額　1,276百万円全額を平成24年度に繰越することになった。
○放射線医学総合研究所は、ビキニ環礁での第五福竜丸事件を背景に、世界で唯一の被ばく国である我が国において象徴的に設置された研究
機関である。これまで、ＪＣＯ事故などにより被ばくした患者の受入れや、１８年間で６５００名を越す重粒子線がん治療、さらに、放射線医学の分野
における、日本で唯一、かつ世界をリードする研究機関として、ＩＡＥＡやＷＨＯなどの国際機関の強力なパートナーとなるなど、様々な活動を行っ
ている。
○原子力発電所事故対応として
・平成23年3月11日に起きた東日本大震災によって発生した東電福島第一原子力発電所事故に伴い、事故復旧作業に従事している作業員等に
対する医療活動、ならびに住民のスクリーニングに対応するための被ばく医療等の専門家派遣、さらに警戒地区への一時立入に医師、放射線管
理の専門家ら（延べ４６８名）を派遣する等、万全の体制で臨めるよう支援している。
・事故復旧作業に従事している作業員等（約２４００名）に対し、放射線測定を実施し、三次被ばく医療機関として、復旧作業中において被ばくした
患者に対して適切な治療を行うなどの活動等を継続している。
・福島県住民のみならず国民の全ての方に対して、放射線に関する健康相談を電話で受け付けられる窓口を設置し、平成24年3月までに約１7００
０件を超える相談を受けた。さらに、放射線被ばくに関する疑問等に応えるため、各地で開催される講演等に講師として専門家を派遣している。
・また、福島県が実施する県民健康管理調査などの諸活動についても国などの関係機関と協力してその活動を支援しているところである。

一
部
改
善

１．事業評価の観点：本事業は、放射線医学総合研究所において、東日本大震災（福島第一原子力発電所事故）を契機に緊急に
必要となった施設・設備の整備に対し補助金を交付する独立行政法人向け事業である。

２．所見：中期目標、その他関係する計画に従って着実に実施する必要がある。なお、本事業については、予算を平成24年度に繰
り越しているが、当該予算が東日本大震災からの復旧・復興のための経費であることを鑑み、引き続き早期執行に努めるべきであ
る。

関連する過去のレビューシートの事業番号



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）

 文部科学省
1,276 百万円

事業概要
独立行政法人放射線医学総合研究所における施設整備の財源に充てるために必要な金額を交付

〔交付〕

【C】緊急時ヘリポートの整備
400百万円

【B】研修棟の更新
876百万円

【Ａ】（独）放射線医学総合研究所
1,276百万円（施設整備補助金部門）

※23年度は交付決定のみで執行実績
なし。



事業費（物件費） 緊急時ヘリポートの整備に伴う経費 400

使　途費　目
金　額

(百万円）

事業費（物件費） 1,276

金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.（独）放射線医学総合研究所

費　目 使　途

研修棟の更新に伴う経費、緊急時ヘリポートの
整備経費　等

0

B.研修棟の更新

計 1,276 計

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

事業費（物件費） 研修棟の更新に伴う経費 876

使　途
金　額

(百万円）

0計 876 計

C.緊急時ヘリポートの整備

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 400 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0計 0 計

※23年度は交付決定のみ


